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*  本稿の原案に対して、藤田昌久、市村英彦、権赫旭、長岡貞男、尾崎雅彦、鶴光太郎、山口














あり、2007 年度の国民医療費は 34.1 兆円、国民所得比で 9.1％となっている。国民医













いため年率 3％過大評価になっていると論じた（Gordon and Griliches, 1997 参照）。同




                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        
*1  サービス産業を対象とした最近の実証研究のサーベイとして森川 (2009)参照。 
*2  JIP データベース（JIP2009）によれば、医療部門の TFP 伸び率は 1980～2006 年の間、年
率▲0.8％と生産性の「鈍化」が続いているとされている（製造業全体は年率+0.8％、非製造業
全体でも年率+0.2％）。 - 3 -
  日本の病院は、人口当たり病床数が多く平均在院日数が長い、中小規模の病院が多
いといった特徴があると指摘されてきた。*3  実際、OECD データ（2007 年）で病床
数、平均在院日数を比較すると（図１参照）、日本の人口千人当たり病床数（急性期
病床）は 8.2 と OECD 平均の 3.8 の２倍以上で OECD 諸国中最多である。平均在院日
数も日本は 19 日と OECD 平均（6.5 日）の約３倍でやはり最長となっている。*4 日
本の病院医療費における入院と外来の割合（2008 年度）を見ると、18.0 兆円のうち入
院が 13.2 兆円と 73.3％を占めており、入院患者に係る治療の生産性が病院部門全体の
生産性にとって大きな影響を持つことがわかる。平均在院日数と１人当たり老人医療
費（入院）の間には高い相関関係があるとされており、「医療制度改革大綱」（2005




















性別、病気の重篤度等）、治療の種類といった case mix が大きく異なるため、病院レ
ベルのデータを用いた場合にはそのコントロールが大きな課題となる。この点は、地
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        
*3  厚生労働省「医療政策の経緯、現状及び今後の課題について」（2007 年 4 月）参照。 
*4  ただし、OECD 自体が留保している通り、国によって急性期医療の範囲には違いがあるこ
と等から、国際比較データの解釈は単純ではない。 
*5 伊 藤  (2009)は、日本では一病院当たりの心臓外科手術件数が少ないことを例示しつつ、医
療において規模の経済性を活かすことが日本の医療の質を高める重要な鍵であると論じてい




レベルのデータでの分析は政策的視点にも沿ったものである。 *6  このため、 本稿では
都道府県レベル及び二次医療圏レベルでのデータを使用して病院医療サービスの生産






























*8  日本全国の二次医療圏の総数は、 1997 年の 347 から 2004 年の 370 まで増加傾向だったが、
その後減少（集約化）に転じ、2008 年に 348 となった。 
*9  英国では 1990 年代末から 2000 年代初めにかけて規模の経済性を発揮させることを目的に





トに多様性があるため、生産関数よりも、費用関数の推計や DEA 分析（Data Envelope 
Analysis） が多く行われている。 この分野では生産関数や費用関数の推計において、 SFA
（Stochastic Frontier Analysis）が頻繁に用いられている。これら分析手法の細部に立ち
入った解説書として Jacobs et al. (2006)を、比較的簡潔なサーベイ論文として
Hollingsworth (2003, 2008)を挙げておきたい。本稿の関心の一つである病院規模の経済
性についても多数の先行研究があり、規模の経済性の存在を示するものが少なくない
（Vitaliano, 1987; Carey, 1997; Li and Rosenman, 2001; Bates and Santerre, 2005; Preyra and 









Keeler and Ying (1996)は、病院によるケース・ミックス・バイアスを回避するため、米
国州レベルのデータを用いた分析を行っており、重要な先行研究である。同論文の結
果によれば、 病床稼働率を 10％引き上げると費用は約 6％低下するという関係である。
患者の治療成果をアウトプットの指標に用いた分析により規模の経済性を示す最近の
研究として、Gaynor et al. (2005)は、米国の病院データで外科手術数と治療成果の間の
正の相関があり、 これは規模の経済性によることを実証している。 Gobillon and Milcent 
(2010)も、フランスの心臓病治療のデータにより、患者が少数の大規模な病院に集中
している地域の方が治療成果が良好である（死亡率が低い）ことを示している。 




                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        
*10  これらに対して、Dranove (1998)は、カリフォルニア州の病院の間接部門を対象としたク
ロスセクション・データを用いた分析で、一定規模以上になると規模の経済性はないとの結果
を報告している。Wang, et al. (2006)は、オーストラリアの病院データを用いた分析で、大規模
な病院では規模の不経済性があるとの結果を示している。 - 6 -
とを示している（簡潔なサーベイとして Berndt et al., 2000、包括的な書物として Cutler 
and Berndt, 2001 参照）。これら個別疾病毎の詳細な実証分析は極めて価値が高い研究
成果である。しかし、多種多様な疾病毎に品質調整を行った上で病院レベルあるいは
医療圏レベルの生産性を計測するのはデータの制約もあり現実には難しい。 







データを用いて SFA 費用関数を固定効果推計して、 （非） 効率性の計測を行っている。
*11そこでは、病院の効率性を分析する際には、品質の調整、対象とする病院の同質性
の担保、患者の同質性の調整が重要なことが強調されている。*12 












て、「病院年鑑」の 2005 年及び 2008 年のマイクロデータを使用して生産関数の推計





                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        
*11  その結果によれば、平均で 17.5％の非効率性が存在するという。 
*12  日本の病院を対象としたフロンティア費用関数の計測は他にもいくつか行われている。
例えば、Fujii and Yamada (1999)は、公営病院のパネルデータを用いて非効率性の計測を行い、
クロスセクション分析と結果が大きく変わることを示している。 - 7 -



























異なり時々地域区分が変更されており、特に 1997 年と 1998 年の間、2007 年と 2008
年の間に大きな不連続があることから、 パネルデータとしての分析は、 原則として 1998
～2007 年の 10 年間のデータを使用する。また、この間に府県内で二次医療圏の数や
範囲に変更のあった 15 府県はパネル分析の対象から除いた。 結果として対象は 239 医
療圏の balanced panel である。*15 
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        
*13  原則として「病院報告」のデータを使用するが、二次医療圏の病院数、病床数は「病院
報告」では得られないため、「医療施設調査」のデータを使用した。 
*14  1999 年までは、このほかに「伝染病院」というカテゴリーが存在した。 
*15  宮城県、茨城県、群馬県、千葉県、新潟県、山梨県、静岡県、愛知県、京都府、大阪府、








ば、Fenn and Davies, 1990; Martin and Smith, 1996 参照）。*16  仮に入院患者の在院日数
短縮が治療成果に悪影響を持つとすれば、入院医療サービスの質が低下することにも
なるが、日本を含む最近のいくつかの実証研究は、在院日数の短縮が治療成果に対し














  序論で述べた通り、病院における入院と外来の費用割合（2008 年）は、18.0 兆円の







                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        
*16  最近、Cooper et al. (2010)は、平均在院日数を病院の効率性の指標として使用し、英国に
おける病院間の競争を促す制度改正が在院日数の短縮につながったという結果を示している。 
*17  このほか、急性期病院とリハビリ病院の間の機能分化の進展、長期入院者の介護施設へ























  分析方法は、単純なコブ・ダグラス型生産関数の推計である。*22  分析対象期間全













測された TFP は規模の経済効果を過大評価している可能性がある。 
*21  Morikawa (2009)は、対個人サービス業を対象に物的なインプット及びアウトプットのみ
を用いて地域・事業所による価格差の影響を回避した生産性分析の例である。 
*22  分析結果の頑健性を確認するため、トランスログ型の生産関数も推計した。 - 10 -
る。他方、説明変数によってはその時系列的な variation が必ずしも大きくないため、
安定的な結果が得られない可能性もある。このため、pooled OLS と FE の結果を合わ
せて解釈することとしたい。*23 






ln(在院患者延数／平均在院日数)it = ß0 + ß1 ln(病床数＊病床稼働率)it   
+ ß2 ln(常勤換算医師数)it +ß3 ln(医師数／総従事者数)it   
+ ß4 ln(入院患者比率)it + ß5 ln(平均病院規模)it   
+ Syßy  年ダミー +  uit 
 
  主な変数及びそれらの要約統計量は表１に示す。都道府県レベルで見ると、一病院
当たり常勤換算医師数は平均 18.2 人だが、最小は 9.2 人、最多は 37.3 人と大きな幅が
ある。「一般病院」に限っても同程度の variation がある。二次医療圏レベルでは最小
4.8 人、最多 113.9 人とさらに大きな幅がある。平均在院日数も、都道府県で最短 26.0








推移を見ておきたい （表２参照） 。 病院数は減少傾向にあり、 1997 年の 9,442 から 2008
年には 8,803 と▲639 の減（年率▲0.6％）となっている（「一般病院」に限ると▲652
病院、年率▲0.7％の減）。１病院当たり医師数（常勤換算）は、1997 年の 17.35 人か
ら 2008 年には 21.35 人と増加しており、平均病院規模は拡大傾向にある。病院の集約
化、大規模化が進んでいる。病床総数は 1997 年の 166.3 万床から 2008 年には 161.3 万
床へと▲5.1 万床の減少（年率▲0.3％）となっており（「一般病院」に限ると▲4.7 万
床、年率▲0.3％）、過剰病床の削減が進んでいることを示唆している。平均在院日数
は、1997 年の 42.5 日から 2008 年には 33.8 日と▲8.7 日減（「一般病院」で見ると 35.5
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        
*23  Random Effect 推計も行ったが、 Hausman 検定は全て Fixed Effect Model を採択する結果で
あったため、本稿では FE 推計結果のみ報告する。 - 11 -






























性が存在する。*26  係数の大きさは都道府県レベルで約 0.3、二次医療圏レベルで約
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        
*24  DPC 以外の入院医療においても、在院日数が長くなるほど診療報酬の点数は逓減する仕
組みが採られている。 
*25  1997 年には１日当たり 300 円から 1,000 円への引き上げ、2006 年には現役並み所得者の
自己負担３割への引き上げが行われている。 
*26  pooled OLS ではパネル分析でサンプルから除いた 15 府県を含む全 47 都道府県の二次医
療圏データでの分析も行ったが、ほとんど結果に違いはない。 - 12 -
0.2 となっており、経済的にも大きなマグニチュードである。すなわち、病院の平均規
模が２倍だと都道府県レベルでは TFP が約 23％、二次医療圏レベルでは約 15％高い
という関係である。*27  ただし、人口構成、食習慣、衛生状態、風土病その他の観測
されない地域特性の影響をコントロールした FE 推計では、 都道府県については平均病
院規模の係数は正値だが統計的に有意ではなく、高度医療を含む三次医療圏のレベル
では病院規模の経済性は明瞭には確認されない。 他方、 二次医療圏ベースの FE 推計結
果では、平均病院規模の係数は OLS に比べるとわずかに小さいが高い有意水準の正値



















                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        




計結果が得られなかったが、 病院規模の係数は都道府県データのOLS推計で0.2972 （t値13.72） 、
FE 推計で 0.0186（同 0.47）、二次医療圏データの OLS 推計で 0.2344（同 21.76）、FE 推計で







































  表９は、 病院規模を説明変数から除いた生産関数の推計結果に基づいて 2008 年の都
道府県別の TFP（残差）を示したものであり、山形県、宮城県、島根県、静岡県等の





基準病床数は多く設定される。 - 14 -




*31  この結果は元橋 (2009)と同様であり、市場機能の下にある一般の対個人サービス
業の結果（Morikawa, 2009）とは異なる。 
  最後に表１０は、都道府県別に 1997～2008 年の間の TFP の伸び率（年率換算）を


























                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        
*31  都道府県のプールデータで品質補正後の TFP を人口密度（対数）で説明する単純な回帰
を行うと、係数は小さな負値（▲0.006）で 10％水準で統計的に有意ではなかった。 
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０～３０日 １月～３月 ３月～６月 ６月～１年 １年以上
1999 2002 2005 2008- 20 -
 

























（全病院） Obs Mean Std. Dev. Min Max
入院患者延数 564 10700000 8511685 2743433 39800000
外来患者延数 564 12900000 11700000 2726674 64000000
病院数 564 194 146 43 703
病床稼働率 564 84.4 3.1 76.8 91.4
病床数 564 34863 27878 8681 134628
平均在院日数 564 39.6 7.9 26.0 64.8
医師数 564 3711 3844 900 24030
職員総数 564 35357 29930 7986 160399
病院当たり医師数 564 18.2 5.1 9.2 37.3
（一般病院のみ） Obs Mean Std. Dev. Min Max
入院患者延数 564 8823824 7281641 2438787 34400000
外来患者延数 564 12600000 11500000 2638768 62900000
病院数 564 172 133 38 646
病床稼働率 564 82.6 3.3 74.0 90.3
病床数 564 29309 24305 7760 118667
平均在院日数 564 32.8 6.3 22.0 58.3
医師数 564 3543 3738 877 23503
職員総数 564 32079 27817 7488 151904
病院当たり医師数 564 19.8 5.6 9.7 39.8
Obs Mean Std. Dev. Min Max
入院患者延数 3974 1392895 1572133 9490 14200000
外来患者延数 3974 1672405 2002063 44895 19600000
病院数 3974 25 28 1 255
病床稼働率 3974 83.6 6.1 35.5 97.3
病床数 3974 4528 5082 54 44687
平均在院日数 3974 41.8 15.5 11.5 129.1
医師数 3974 486 699 6 6491
職員総数 3974 4620 5454 36 46483
病院当たり医師数 3974 16.7 9.8 4.8 113.9- 21 -









































1997 9442 163788 17.3 1663258 42.5
1998 9358 164873 17.6 1658156 40.8
1999 9304 166617 17.9 1649201 39.8
2000 9272 167366 18.1 1645464 39.1
2001 9222 169769 18.4 1644723 38.7
2002 9193 174261 19.0 1641973 37.5
2003 9139 175897 19.2 1636892 36.4
2004 9082 177613 19.6 1631338 36.3
2005 9021 180022 20.0 1629589 35.7
2006 8961 181191 20.2 1628022 34.7
2007 8876 183828 20.7 1621663 34.1
2008 8803 187948 21.4 1612625 33.8
（一般病院）





1997 8375 156684 18.7 1400422 35.5
1998 8290 157637 19.0 1396527 34.1
1999 8241 159210 19.3 1388319 33.3
2000 8211 159874 19.5 1385598 32.8
2001 8160 162064 19.9 1384881 32.4
2002 8121 166291 20.5 1379774 31.4
2003 8064 167752 20.8 1374432 30.4
2004 8004 169426 21.2 1369364 30.4
2005 7944 171876 21.6 1367944 30.0
2006 7886 172880 21.9 1367607 29.0
2007 7797 175369 22.5 1361757 28.5











1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008
標準偏差 max-min p90-p10- 22 -







































1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008
在院日数調整前 在院日数調整後
係数 t値 P値 係数 t値 P値
ln（病床数＊病床稼働率） 0.1683 1.98 0.048 0.4725 8.27 0.000
ln（常勤換算医師数） 0.8102 9.68 0.000 0.0505 0.89 0.375
ln（医師比率） -1.0429 -10.79 0.000 0.0384 0.73 0.467
ln(入院患者比率） -0.7500 -14.92 0.000 -0.3655 -7.70 0.000
ln（病院当たり医師数） 0.2960 13.44 0.000 0.0412 1.03 0.304
y1998 0.0248 1.61 0.108 0.0394 10.71 0.000
y1999 0.0295 1.90 0.058 0.0621 15.86 0.000
y2000 0.0358 2.29 0.023 0.0831 19.88 0.000
y2001 0.0287 1.80 0.072 0.0912 19.38 0.000
y2002 0.0782 4.94 0.000 0.1207 24.99 0.000
y2003 0.1117 6.85 0.000 0.1550 27.66 0.000
y2004 0.1129 6.69 0.000 0.1612 24.95 0.000
y2005 0.1149 6.57 0.000 0.1733 23.66 0.000
y2006 0.1165 6.09 0.000 0.1961 22.28 0.000
y2007 0.1031 4.90 0.000 0.2049 19.79 0.000
y2008 0.0876 3.78 0.000 0.2102 17.31 0.000










pooled OLS- 23 -




















































係数 t値 P値 係数 t値 P値
ln（病床数＊病床稼働率） 0.2505 7.01 0.000 0.2773 8.99 0.000
ln（常勤換算医師数） 0.7169 20.54 0.000 0.5281 18.16 0.000
ln（医師比率） -0.6423 -15.54 0.000 -0.3406 -12.53 0.000
ln(入院患者比率） -0.8334 -30.88 0.000 -0.4197 -11.87 0.000
ln（病院当たり医師数） 0.2060 17.95 0.000 0.1694 7.51 0.000
y1999 0.0100 0.72 0.475 0.0166 3.45 0.001
y2000 0.0149 1.06 0.289 0.0263 5.38 0.000
y2001 0.0053 0.38 0.705 0.0186 3.74 0.000
y2002 0.0386 2.75 0.006 0.0398 7.92 0.000
y2003 0.0766 5.41 0.000 0.0684 12.87 0.000
y2004 0.0792 5.54 0.000 0.0661 11.84 0.000
y2005 0.0757 5.27 0.000 0.0601 10.34 0.000
y2006 0.0768 5.18 0.000 0.0639 9.95 0.000
y2007 0.0672 4.40 0.000 0.0551 7.83 0.000







pooled OLS FE- 24 -

































































係数 t値 P値 係数 t値 P値
ln（病床数＊病床稼働率） 0.1440 1.66 0.097 0.4489 7.82 0.000
ln（常勤換算医師数） 0.8388 9.75 0.000 0.0662 1.17 0.244
ln（医師比率） -1.0646 -10.89 0.000 -0.0022 -0.04 0.968
ln(入院患者比率） -0.7448 -14.79 0.000 -0.3594 -7.61 0.000
ln(高齢者比率） 0.0454 1.42 0.157 0.0886 2.82 0.005
ln（病院当たり医師数） 0.3010 13.51 0.000 0.0439 1.10 0.271
y1998 0.0229 1.48 0.140 0.0362 9.43 0.000
y1999 0.0259 1.64 0.101 0.0560 12.61 0.000
y2000 0.0304 1.89 0.060 0.0739 14.00 0.000
y2001 0.0213 1.27 0.203 0.0789 12.34 0.000
y2002 0.0693 4.07 0.000 0.1067 15.42 0.000
y2003 0.1012 5.67 0.000 0.1384 17.14 0.000
y2004 0.1011 5.38 0.000 0.1426 15.49 0.000
y2005 0.1013 5.08 0.000 0.1518 14.43 0.000
y2006 0.1006 4.53 0.000 0.1710 13.69 0.000
y2007 0.0849 3.44 0.001 0.1764 12.23 0.000
y2008 0.0672 2.47 0.014 0.1788 10.89 0.000







0.9880 0.9224- 25 -





















係数 t値 P値 係数 t値 P値
ln（病床数＊病床稼働率） -0.1485 -1.91 0.057 0.3659 7.37 0.000
ln（常勤換算医師数） 1.1198 14.60 0.000 0.1135 2.14 0.033
ln（医師比率） -1.3542 -14.88 0.000 0.0103 0.20 0.843
ln(入院患者比率） -0.5701 -11.98 0.000 -0.3324 -7.35 0.000
ln（病院当たり医師数） 0.2520 13.25 0.000 0.0044 0.12 0.907
y1998 0.0245 1.57 0.118 0.0397 10.49 0.000
y1999 0.0293 1.87 0.063 0.0624 15.74 0.000
y2000 0.0359 2.28 0.023 0.0835 19.93 0.000
y2001 0.0264 1.66 0.098 0.0918 19.81 0.000
y2002 0.0780 4.89 0.000 0.1223 25.49 0.000
y2003 0.1083 6.62 0.000 0.1552 28.27 0.000
y2004 0.1059 6.28 0.000 0.1614 25.46 0.000
y2005 0.1031 5.91 0.000 0.1725 23.99 0.000
y2006 0.0925 4.87 0.000 0.1938 22.43 0.000
y2007 0.0668 3.20 0.001 0.2015 19.79 0.000
y2008 0.0392 1.70 0.089 0.2054 17.13 0.000








係数 t値 P値 係数 t値 P値
ln（病床数＊病床稼働率） 0.9921 393.07 0.000 0.9766 135.38 0.000
ln（常勤換算医師数） 0.0078 3.13 0.002 0.0100 1.39 0.164
ln（医師比率） -0.0075 -2.59 0.010 -0.0142 -2.13 0.034
ln(入院患者比率） 0.0026 1.77 0.078 0.0128 2.14 0.033
ln（病院当たり医師数） -0.0014 -2.09 0.037 0.0084 1.65 0.099
y1998 -0.0001 -0.25 0.799 -0.0004 -0.82 0.415
y1999 -0.0002 -0.45 0.651 -0.0006 -1.23 0.219
y2000 0.0022 4.79 0.000 0.0018 3.40 0.001
y2001 -0.0003 -0.68 0.497 -0.0010 -1.69 0.091
y2002 0.0010 2.08 0.038 0.0000 -0.03 0.977
y2003 -0.0016 -3.25 0.001 -0.0029 -4.16 0.000
y2004 0.0019 3.72 0.000 0.0001 0.16 0.872
y2005 -0.0004 -0.78 0.438 -0.0025 -2.68 0.008
y2006 -0.0014 -2.44 0.015 -0.0040 -3.64 0.000
y2007 -0.0011 -1.81 0.071 -0.0044 -3.37 0.001
y2008 0.0012 1.78 0.075 -0.0027 -1.76 0.079







pooled OLS FE- 26 -

































補正後 補正前 補正後 補正前
北 海 道 -0.5% -0.1% 滋　　賀 -5.6% 0.0%
青　　森 3.3% 0.0% 京　　都 -5.1% 0.0%
岩　　手 4.4% 0.1% 大　　阪 6.3% 0.2%
宮　　城 15.5% -0.1% 兵　　庫 6.4% 0.0%
秋　　田 3.3% 0.0% 奈　　良 -4.3% 0.0%
山　　形 20.4% 0.4% 和 歌 山 0.9% 0.0%
福　　島 6.0% -0.2% 鳥　　取 5.8% -0.3%
茨　　城 -2.1% 0.2% 島　　根 15.4% -0.2%
栃　　木 -5.0% 0.1% 岡　　山 -7.0% 0.0%
群　　馬 10.6% 0.1% 広　　島 4.7% 0.1%
埼　　玉 -7.4% -0.1% 山　　口 6.8% 0.2%
千　　葉 -1.7% -0.1% 徳　　島 -15.8% -0.2%
東　　京 -6.3% 0.2% 香　　川 -2.6% 0.2%
神 奈 川 4.1% -0.4% 愛　　媛 -10.6% -0.1%
新　　潟 6.0% 0.3% 高　　知 -22.5% -0.2%
富　　山 3.1% -0.1% 福　　岡 1.4% 0.0%
石　　川 -0.2% 0.0% 佐　　賀 -16.2% 0.1%
福　　井 -9.3% 0.0% 長　　崎 -4.3% 0.0%
山　　梨 -2.5% 0.0% 熊　　本 -1.4% 0.0%
長　　野 2.3% 0.1% 大　　分 3.4% -0.1%
岐　　阜 5.9% -0.1% 宮　　崎 -2.8% -0.1%
静　　岡 11.7% -0.1% 鹿 児 島 -8.8% 0.0%
愛　　知 6.1% 0.0% 沖　　縄 1.6% 0.2%
三　　重 2.8% 0.0%
係数 t値 P値 係数 t値 P値
ln（病床数＊病床稼働率） 0.9230 149.88 0.000 0.6840 52.33 0.000
ln（常勤換算医師数） 0.0751 12.48 0.000 0.2831 22.97 0.000
ln（医師比率） -0.0879 -12.34 0.000 -0.2505 -21.74 0.000
ln(入院患者比率） 0.0316 6.80 0.000 0.1633 10.89 0.000
ln（病院当たり医師数） 0.0012 0.59 0.555 0.0618 6.47 0.000
y1999 0.0033 1.35 0.177 -0.0009 -0.42 0.674
y2000 0.0029 1.19 0.236 -0.0029 -1.41 0.159
y2001 -0.0007 -0.28 0.779 -0.0111 -5.26 0.000
y2002 0.0013 0.54 0.588 -0.0129 -6.04 0.000
y2003 0.0035 1.44 0.149 -0.0168 -7.46 0.000
y2004 0.0022 0.88 0.379 -0.0218 -9.20 0.000
y2005 -0.0043 -1.74 0.083 -0.0317 -12.87 0.000
y2006 -0.0052 -2.03 0.043 -0.0431 -15.82 0.000
y2007 -0.0087 -3.29 0.001 -0.0555 -18.62 0.000







2,390 2,390- 27 -


















補正後 補正前 補正後 補正前
北 海 道 0.09% 0.01% 滋　　賀 0.10% 0.02%
青　　森 0.20% 0.00% 京　　都 0.91% 0.02%
岩　　手 0.91% 0.02% 大　　阪 0.88% 0.02%
宮　　城 0.97% 0.01% 兵　　庫 0.53% 0.01%
秋　　田 0.70% 0.01% 奈　　良 -0.29% 0.02%
山　　形 0.62% 0.05% 和 歌 山 0.56% 0.01%
福　　島 -0.17% 0.00% 鳥　　取 -0.14% -0.02%
茨　　城 -0.42% 0.03% 島　　根 0.62% -0.01%
栃　　木 -0.51% 0.02% 岡　　山 0.09% 0.02%
群　　馬 -0.18% 0.03% 広　　島 0.28% 0.02%
埼　　玉 0.27% 0.01% 山　　口 0.62% 0.03%
千　　葉 0.31% 0.00% 徳　　島 -0.14% -0.01%
東　　京 0.96% 0.03% 香　　川 0.05% 0.03%
神 奈 川 1.09% -0.02% 愛　　媛 0.55% 0.01%
新　　潟 0.37% 0.05% 高　　知 0.09% 0.00%
富　　山 0.16% 0.00% 福　　岡 0.04% 0.01%
石　　川 0.80% 0.02% 佐　　賀 0.31% 0.02%
福　　井 -0.27% 0.01% 長　　崎 -0.30% 0.02%
山　　梨 -0.68% 0.01% 熊　　本 -0.05% 0.01%
長　　野 -1.35% 0.03% 大　　分 -1.04% 0.00%
岐　　阜 0.84% 0.01% 宮　　崎 0.47% 0.01%
静　　岡 -0.07% 0.01% 鹿 児 島 0.16% 0.02%
愛　　知 1.01% 0.01% 沖　　縄 -1.54% 0.04%
三　　重 0.22% 0.01%